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１．スキーム別診断実施の概要
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環境省地球環境局温暖化対策課

地域試行管理事務局

診断実施事務局
（地域センター）

診断員 診断員診断員 診断員

うちエコ診断ソフト管理事務局

・うちエコ診断ソフトの改良

・普及戦略検討
・実施スキーム構築
・シンポジウム（2/18）開催
・検討会、第一および第二分科会の運営

地域に根ざした診断試行

民間企業等による診断試行
効果検証のための

診断

地域連携（協議会等）
による診断

診断員

地方自治体

診断実施事務局
（地域センター） 協議会

民間試行管理事務局

診断実施事務局
診断実施事務局
＜タイプ１＞

（自社サービス型 ）

診断実施事務局
＜タイプ２＞
（業務検証型 ）

診断実施事務局
＜タイプ３＞
（独自診断型 ）

診断員 診断員 診断員 診断員 診断員 診断員

うちエコ診断員認定事務局

民間企業等による診断試行

総合事務局

自治体主導
による診断

（実施件数：７,００１件） （実施件数：３,１０２件）

（うちエコ診断員：５１６人） （うちエコ診断員：１３６人）

１-１．平成２４年度事業の全体枠組み【再掲】

※実施件数は3月時点の件数です。



3 ※地域試行実施において、茨城県、山梨県、愛知県、広島県、愛媛県、宮崎県では実施していない。

実施内容 実施団体 診断件数
（診断件数/予定件数）

主な検討内容

地
域
に
根
ざ
し
た
診
断
試
行

①効果検証のための診断 ３９地域事務局による試行
（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、栃木県、
群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、
石川県、長野県、岐阜県、静岡県、三重県、滋賀県、京都府、
大阪府、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、岡山県、山口県、
徳島県、香川県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、
大分県、鹿児島県、沖縄県、川崎市）

4,899件/4,970件
（約98.6％）

①実施率につい
ての検証
(第二分科会)

②受診者拡大の
ための手法検
討
(第一分科会）

② 地域連携（協議会等）による診断 ８事務局にて協議会を構成し、うちエコ診断を実施しながら課
題等を抽出
（北海道、埼玉県、福井県、静岡県、兵庫県、徳島県、佐賀県、
川崎市）

1,071件/1,290件
（約83％）

①受診者拡大の
ための手法検
討
(第一分科会)

②自立的運用の
要件整理
(第一分科会)

③ 自治体主導による診断 １２自治体にて事業化
（札幌市、山形県、豊島区、静岡市、富山県、安城市（愛知県）、
京都市、兵庫県、徳島県、上勝町（徳島県）、島根県、大分県）

1,041件/1,220件
（約87％）

合計 7,001件/7,480件（約93％)

民
間
企
業
等
に
よ
る
診
断
試
行

タイプ１
「うちエコ診断」と自社業務との関連が高く、
自社サービスの一環として「うちエコ診断」を
実施する事業者

○一般社団法人JBN
○ TOTO株式会社
○ 株式会社LIXIL
○ 東彩ガス株式会社
○ おひさま進歩エネルギー株式会社

898件/950件
（約95％） ①受診者拡大の

ための手法検
討
(第一分科会)

②自立的運用の
要件整理
(第一分科会)

③独自診断との
連携検討
(第一分科会)

タイプ２
CO2削減の可能性が高いと想定される顧客
と接する機会を有し、その顧客に対し「うちエ
コ診断」を実施する事業者

○日本興亜損害保険株式会社
○ セコム株式会社
○パルシステム生活協同組合連合会

425件/570件
（約75％）

タイプ３
「うちエコ診断」と同様に、CO2・エネルギー削
減を目的とした独自の家庭向けのエコ診断を、
自社サービスとして行っている、もしくは今後
行う予定であり、診断サービスを環境省との
連携事業の一環として位置付けて実施する
事業者

○ Dr.おうちのエネルギー事務局
（JX日鉱日石エネルギー株式会社、ENEOSグローブ株式会社、
株式会社ジャパンガスエナジー）

○ ミサワホーム株式会社
1,779件/2,000件
（約89％）

合計 3,102件/3,520件(約88％)

１‐２． 診断実施スキーム別の実施実績



２．地域に根ざした診断試行のとりまとめ
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２‐１．地域に根ざした診断試行における検証目的について

地域に根ざした診断試行の検証内容は、受診者拡大手法及び民間企業等との連携手法
の検討の二本柱である。具体的には、３タイプのスキームの診断を対象に下記２項目に
ついて検証を行った。

検証内容
（１）効果検証
のための診断

（２）地域連携
(協議会等)に
よる診断

（３）自治体主
導による診断

受診者拡大のための手法
検討

①募集方法の違いによる受診者数拡
大の手法の検証

● ● ●

民間企業等との連携にお
ける手法検討

②民間企業等との連携の可能性につ
いての検証

●

※なお、地域に根ざした診断試行における、CO2排出量、対策実施率、みなし削減量については資料２‐２で示す。
※診断実施件数：（1）効果検証のための診断4,899件、（2）地域連携(協議会等)による診断1,071件、（3）自治体主導による診断1,041件
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２‐２．地域試行実施における検証結果について
検証① 募集方法の違いによる受診者数拡大の手法の検証

知人を通

じて
32%

診断員か

らの紹介
25%

各種イベン

ト会場で
14%

事務局か

らのDM
10%

チラシ
5%

インター

ネット
3%

その他
11%

n=1,523

・会社、職場
・自治会/町内会
・生協など

・自治体による
環境ﾌｪｱ

・家庭向け省エ
ネ講座

うちエコ診断を知ったきっかけについて

「(1)効果検証のための診断」
「(2)地域連携（協議会等）による診断」の
受診者(4,998件)に対して、診断後3ヶ月後に実施し
た事後アンケートにおいて、うちエコ診断を知った
きっかけについて調査を行った。

・地方自治体で実施している太陽光発電補助金制度など、うちエコ診断以外の事業と
連携をはかり、受理等の条件として診断の受診を位置づけることで一定数の受診者を
確保した。
【兵庫県においては、太陽光発電補助と合わせて診断を実施し、診断を申請要件とした場合は145件全件受診、診断を推奨とし
た場合は40件/2,000件であった。】

・協議会で地域に根ざした団体や生協と連携したことにより、口コミによる展開や受診
者の募集先が広がった。

・実際の受診者アンケートからは、チラシ配布やインターネットなど既存の募集方法は
あまり受診にはつながらず、知人や診断員からの紹介が受診につながったことが分
かった。
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２‐３．地域試行実施における検証結果について
検証② 民間企業等との連携の可能性についての検証

・募集先拡充のために検討した協議会形式の診断（1,071件）においては、地域事務局
が自治体、業界団体、NPO、市民団体等と連携を行った。

・ただし、連携先の確保および拡張サービス提供の整備のために協議会の立ち上げに
時間がかかった。

例）全国規模の企業と連携する場合は、本店と地域支店双方の理解が必要のため、
協議会体制構築に時間がかかった。

・平成２４年度事業において、診断後の拡張サービス提供まで実施された件数が少な
かったため、民間企業においては協議会参加へのメリットを得られにくかった。

地域
事務局

協議会名
協議会メンバー

自治体 民間企業・団体 NGO、大学、その他

北海道
北海道うちエコ診断地域

推進協議会
江別市、旭川市、帯広市、
富良野市、下川町

- 地球温暖化防止地域協議会、地球
温暖化防止推進員、市民団体

埼玉県
埼玉家庭の省エネ推進

協議会

生協、住宅関連業 -

福井県
福井県うちエコ診断地域

協議会

福井県 - 建築組合連合会、太陽光発電普及
協議会、エコリフォーム福井県地域
協議会

静岡県
静岡県「うちエコ診断」事

業化研究会

－ 住設機器事業者(太陽光発電、太
陽熱利用、照明関連等)、ﾎｰﾑｾﾝ
ﾀｰ、ｴﾈﾙｷﾞｰ事業者、ﾘﾌｫｰﾑ住宅
関連事業者

兵庫県
兵庫県環境コンシェル
ジュ検討分科会

兵庫県、宝塚市、高砂市、
篠山市、淡路市、州本市、
南あわじ市

エネルギー関連業、住宅設備関連
業、家電量販店、生協、板硝子商
工業組合

研究機関、大学

徳島県
徳島県環境コンシェル

ジュ協議会
徳島県 家電量販店、ガラス店、工務店、太

陽光発電設置事業者
NPO法人

佐賀県
佐賀県うちエコ診断推進

コンソーシアム
－ - NPO法人

川崎市 かわさきうちエコ協議会 川崎市 家電量販店 エネルギー協会

地域協議会における連携先一覧
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２‐４．課題を踏まえた今後の展開（案）

平成25年度事業における展開方法について（案）
① 新規の受診者に診断を拡大するために、自治体等による診断事業と各種制度（太陽
光発電設置補助金制度、エコポイント制度等）と連携し展開する方法を他地域に展
開する。

② 診断後の拡張サービスを実施しやすくするために、うちエコ診断ソフトに民間企業の
拡張サービスに関連する対策メニューの追加検討を行う。

平成24年度事業の結果から明らかになった課題
① 受診者拡大手法については、地域に根ざした診断を実施する過程で、属人的なつな
がりにより受診者の確保が得られたが、この様な口コミによる受診者募集について
は数の限界があると考えられる。

② 地域協議会等、民間企業と連携して診断実施と拡張サービスを提供する場合、拡張
サービスに結びつく対策メニューが少なく、拡張サービスへの移行が困難であった。

平成26年度以降の展開を見据えて、地域に根ざした団体や様々な民間企業との連携を
行いさらなる試行を実施する。このために、協議会等を形成し得る主体間のマッチングの
場を設ける等、実施主体の拡大を図る。



３．民間企業等による診断試行のとりまとめ
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•民間試行事業の検証内容は大きく「攻め」（「受診者拡大のための手法検討」「自立的運用」）と
「守り」（「事業リスク低減」）の2本柱。具体的には３タイプのスキームの診断により下記６項目を検
証。

３‐１．民間試行事業における検証内容について

検証内容
うちエコ診断 独自診断

タイプ１ タイプ２ タイプ３

受診者拡大のための
手法検討

①一体的な推進による家庭向けエコ診断の認知
度及び受診数の向上

● ● ●

②CO2削減可能性の高い顧客とのコンタクト容易
性の検証

●

環境コン
シェルジュ
制度構築
に向けた
検討

③診断による受診者メリット創出の検証（満足度、
CO2削減効果等）

● ● ●

自立的運用 ④自社商品・サービスとの連携による「拡張サー
ビス」実施効果の検証

●

事業リスク
低減

⑤個人情報保護や消費者問題対策を厳格運用に
よる、診断制度の中立性・公平性の担保

● ● ●

環境コンシェ
ルジュの範囲

⑥質の高い家庭向けエコ診断の要件整理
● ● ●

診断件数 898件 425件 1,779件

タイプ１：「うちエコ診断」と自社業務との関連が高く、自社サービスの一環として「うちエコ診断」を実施する事業者
タイプ２：CO2削減の可能性が高いと想定される顧客と接する機会を有し、その顧客に対し「うちエコ診断」を実施する事業者
タイプ３：「うちエコ診断」と同様に、CO2・エネルギー削減を目的とした独自の家庭向けのエコ診断を、自社サービスとして行っている、もしくは今後行う予定

であり、診断サービスを環境省との連携事業の一環として位置付けて実施する事業者
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３‐２．民間試行事業の結果検証
検証① 一体的な推進による家庭向けエコ診断の認知度及び受診数の向上

•既存顧客に対するDMや、新規顧客に対する新聞折り込み等のチラシ配布はほとんど効果がない。
⇒民間企業の高い認知度やネットワークを活用しても、間接的な参加呼びかけでは受診数確保に
つながらない。（※実施エリアが限定されているため、マス媒体を使った認知度向上策の採用が見送られた面がある。）

•受診者の多くは診断員と面識がある人であり、属人的なチャンネルを使った対面呼びかけが受診
につながっている。

⇒受診者と継続的な接点を有する事業者に有利。一方で受診者確保には手間暇が掛かる、新規
顧客の確保手段としてはうまく機能しないといった課題が浮上。

検証② CO2削減可能性の高い顧客とのコンタクト容易性の検証

•CO2削減量の多少との相関が高い指標として現在明らかな「現状のCO2排出量」の違いを、タイプ１
とタイプ２の受診者で比較したところ、タイプ２の方が「現在のCO2排出量」が少なく、仮説と相反した

結果となった。（※実際の診断では受診者数確保に苦労したことから、特定の層に絞って募集をするといったことはできなかった（タイプ２企業））
⇒タイプ２の方がCO2削減可能性の高い顧客とのコンタクト容易性を有しているか否かについては、

現時点では明確に実証できない。診断実施地域の差の方が影響が大きいといったことが想定さ
れるため、更なる分析が必要。

●現在のCO2排出量平均（kg‐CO2/世帯・年、速報値）

5,438
5,677

5,075

4,600

4,800

5,000

5,200

5,400

5,600

5,800

タイプ１・２ タイプ１ タイプ２

注）タイプ１：JBN、TOTO、LIXIL、東彩ガス。
タイプ２：日本興亜、セコム、パルシステム
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３‐３．民間試行事業の結果検証
検証③ 診断による受診者メリット創出の検証（満足度、 CO2削減効果等）

•受診者の満足度（とても満足、満足の合計）は、タイプ１，２平均で70％、タイプ１平均で68％、タイプ
２平均で75％、タイプ３で77％。

•CO2削減効果として、対策実施によるみなしCO2削減量をみると、タイプ１，２平均で‐739kg、タイプ１
で‐686kg、タイプ２で‐943kg。

注1）タイプ１：JBN、TOTO、LIXIL、東彩ガス。タイプ２：セコム、
パルシステム

注2)タイプ３診断の診断プロセスや診断ソフトは、対策実
施によるCO2削減量を把握・推計するように設計さ
れていない。

●総合的な満足度（速報値）

●対策実施によるCO2削減量平均（kg‐CO2/世帯・年、速報値）

とても
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26%

やや

不満
1.6%

不満
0%

無回答
2%

とても

満足
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・
２

タ
イ
プ
１

タ
イ
プ
２

タ
イ
プ
３

注）タイプ１：JBN、TOTO、LIXIL、東彩ガス、おひさまシンポ。タイプ２：日本興亜、セコム、パルシステム。タイプ３：JX
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686

943

0

200

400

600

800

1000

タイプ１・２ タイプ１ タイプ２
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３‐４．民間試行事業の結果検証

検証④ 自社商品・サービスとの連携による「拡張サービス」実施効果の検証

•タイプ１ ：診断後の「拡張サービス」実施につなげることが難しかった。「拡張サービス」を実施して
も短期的な成約に結び付く割合は１％程度。

（理由：診断では、複数の提案を行った上で、家庭が自主的に対策を選択することとなっており、対策提案で商材が選択されない
限りは成約に結びつかない。）

•タイプ２ ：直接的に「拡張サービス」を志向している訳ではないが、既存顧客に対する満足度向上
以上の目に見える効果を得るには至らなかった（新規顧客獲得、本業の契約維持・更新、送客可能性 等。）

⇒今年度の結果からは「拡張サービス」による売上増加を原資に診断事業の自立化を図るモデル
の確立は難しい。

⇒一方で、タイプ３には実施店舗により高い成約率を上げ始めている例もあり、「拡張サービス」に
よる自立化を目指すためには、実施事業者の努力と制度のあり方との一体での改善検討が
必要。

検証⑤ 個人情報保護や消費者問題対策を厳格運用による、診断制度の中立性・公平性の担保

•診断と営業の明確な区別や、営業前に受診者の意向を明確にする同意書署名を行う「拡張サービ
ス」ルールを設定・運用。現時点でトラブル報告は受けていない。

•厳格な「拡張サービス」ルールの緩和を望む声が、タイプ１企業から挙がっている。
⇒消費者保護の視点を維持しつつ、「拡張サービス」ルール緩和の検討が必要。

•採択事業者が実際に診断を実施するケースは少なく、支社や代理店、加盟企業等が診断を行う
ケースがほとんど。
⇒複数事業者が参画する共同事業体の場合、主幹事企業だけでなく参加企業全体の質の担保
が必要。
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３‐５．民間試行事業の結果検証
検証⑥ 質の高い家庭向けエコ診断の要件整理

タイプ１、２
•事前～診断～受診後～事後の4プロセスを設定し、質の高い診断実施と、効果検証のためのデー
タ取得を行っているが、受診者・診断員双方にとっての負担になっている。
⇒診断の質を担保しつつ、負担軽減につながる対策の検討が必要。
（特に診断継続のカギを握る診断員の負担軽減が重要）

タイプ３

•独自ソフト、独自ブランド展開という違いはあるものの、診断ソフトや診断員の質確保、消費者問題対
策の実施等はうちエコ診断と同様の基盤を有している。

•タイプ３企業が制度参加に求めるものは、国の事業に参画していることの信用。
⇒診断数目標達成に不可欠なタイプ３の家庭エコ診断事業制度における位置づけの明確化が必要。



A) 実施タイプ（１～３）の枠設定をなくし、幅広い事業者ニーズに即した参加ケースを用意する
（←課題２、３、５、７）

B) 受診者確保に向けた裁量付与や認知度向上策への追加支援を実施する （←課題１）
C) 「拡張サービス」ルールを一部変更する （←課題４）
D) 診断プロセスを簡易化し、関係者の負担を軽減する （←課題６）
E) 独自ソフトを持っている民間事業者等との連携方法について検討を行うために連絡会等を
設ける （←課題７）

平成25年度の民間試行事業の展開（案）

３‐６．課題を踏まえた今後の展開（案）

課題１ 受診者確保の困難性（←検証①）
課題２ タイプ１と２の違いの希薄化（←検証②、③）
課題３ 「拡張サービス」による自立性確保の困難性（営業、成約につながらない）（←検証④）
課題４ 消費者問題対策の厳格運用による課題（←検証⑤）
課題５ 複数事業者が参画する共同事業体の質の担保（←検証⑤）
課題６ 関係者（受診者、診断員、実施組織）の診断実施負担の大きさ（←検証⑥）
課題７ タイプ３の差異と共通性を踏まえた適切な位置づけ（←検証⑥）

•民間試行事業は、多様な事業者の参加により、診断件数目標のクリア（予定）、「拡張サービス」
ルールによる消費者保護の確保、受診者の高い満足度の確保といった成果が得られた。

•一方で、主に自立性確保面での課題が明らかになったことから、次年度事業の中で改善を図ること
で、引き続き民間試行事業を推進することが必要。

平成24年度検証結果から明らかになった課題
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４．環境コンシェルジュ制度（仮）について

16
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４‐１．受診者拡大へのアプローチ（案）

①課題の
抽出

④認知度の
向上

⑤受容性の
向上

受診者拡大への
アプローチ

④-１ メディア等との連携
▶地方新聞社、ミニコミ紙、CATV、
自治体広報、企業広報の活用

④-２ 受診者からの情報発信
▶ポータルサイトの整備
▶Twitter、Facebook等SNSの活用

⑤-1 制度のブランディング
▶ネーミング、ロゴ等

⑤-２ 診断プロセスの合理化
▶診断の簡易化、診断ソフトの改善、
Web商品紹介、Web排出状況把握機能、
Web運用支援システム

③-1 専門性の多様化
▶専門分野（住宅、家電等）の
認定、他資格との連携

地域におけるフォローアップ
▶地域の実情に応じた専門講習会等受診者に対する課題 →②④⑤で対応

▶認知度の低さ、診断に対する負担

診断員に対する課題 →③で対応
▶診断員の数・質の確保、リスク管理

①-１ 運営に対する課題
▶診断スキームの確立、予算の確保

課題解決の
ステップ

②実施主体の
拡大

②-１ 連携企業の拡大・マッチング
▶業種の多様化、地域とのマッチング、
プロモーション企業との連携

②-２ 各種制度との連携
▶自治体補助制度等との連携、支援

③診断員の
多様化



４‐①‐１．環境コンシェルジュ制度（仮）サービスの範囲の検討（案）

○ 環境コンシェルジュ制度（仮）のサービス範囲としては、家庭エコ診断の実施と、（必要に応じて）
専門性に対応した商品紹介等（拡張サービス）までを行う。

○ 拡張サービスをあらかじめ希望する受診者に対しては、申込時に確認し、専門知識を有する診断員
が対応する。

家庭エコ診断
対策支援サービス

（商品紹介・見積もり相談）

環境コンシェルジュ制度（仮）としてのサービス
対策支援サービス
の事前同意

民間企業等に登録された家庭
エコ診断士による家庭エコ診
断の実施

自治体事業の実施主体（認定主
体）に登録された家庭エコ診断士
による家庭エコ診断の実施

地
域
に
根
ざ
し
た
診
断

民
間
企
業
等
に
よ
る
診
断

従業員が
家庭エコ
診断員の
資格を取
得し、家
庭エコ診
断を実施

民間企
業等の
顧客を
中心に
募集

協議会等として関係機関と連携し
た実施主体（認定主体）に登録され
た家庭エコ診断士による家庭エコ
診断の実施

自治体事業
として地域
支部で家庭
エコ診断を
実施

協議会等
として関係
機関と連
携して家庭
エコ診断を
実施する

一般市
民を中
心に新
規に募
集

一般市
民を中
心に新
規に募
集

○民間企業等が管理する家庭エコ診断士
（従業員）による商品紹介・見積もり等

新規の
顧客を
中心に
募集

○診断士は拡張サービス（商品紹介・見積もり相談等）を実施しない

○拡張サービスを希望する場合は

・省エネ等に効果のある機器などの検索Webシステムの紹介

・事務局による業者リストの提示

・受診者による業者の選択および依頼

○受信者が診断完
了を認識

○拡張サービスを
書面で同意

↓
○事前同意の場合
は、省略可とするこ
とを検討

○省エネ等に効果のある機器などの検索
Webシステムの紹介
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４‐②‐１ ．実施主体の拡大・診断員の多様化（案）

400万世帯
の診断を
目指す

地域に根ざ
した診断

民間企業等
による診断

自治体主導
による診断

民間企業に
よる診断

各種制度
との連携

業界との
連携

代理店

会員企業

協議会等とし
て関係機関と
連携して診断

組合員

自治体

診断実施団体

民間企業等

自治体

診断実施団体

民間企業等

新規受診者

住民

新規受診者

住民

関連する資格
等

資格保持者

既存/新規ﾕｰｻﾞ

既存/新規ﾕｰｻﾞ

既存/新規ﾕｰｻﾞ

工務店系

エネルギー関連事業者

生協系

既存/新規ﾕｰｻﾞ

販売系 会員企業

既存/新規顧客

既存/新規顧客

ケーブルテレビ業 既存/新規ﾕｰｻﾞ

目標 実施方式 診断実施主体（例） 受診者

家電メーカー系 既存/新規ﾕｰｻﾞ

ガス会社系 既存/新規ﾕｰｻﾞ代理店

街の電気屋さん

会員企業工務店系 既存/新規ﾕｰｻﾞ

組合員生協系

平成２４年度までの展開

平成２５年度の展開(案）

関連施策等
施策に関わ
る機関等

制度の利用者



・大きな方策の一つとして国や自治体等の制度に組み込むことで、受診者人数の増加を見込む。
・また、他の専門分野との制度連携が可能になれば、これらの専門分野の資格保持者を診断員として
連携することが可能となり、さらには資格保持者のユーザを受診者と捉えることが可能となることから、
他の資格制度や各種の補助事業等との連携を早急に検討する必要がある。

20

既存の専門分野における資格認証制度との連携
（p.22の１級スペシャリストに該当）
・例えば、住宅リフォーム支援等制度に関する資格

補助事業等との連携
・エコアクションポイント制度（例：秋田県）
・太陽光発電施設設置に関する制度の申請時（例：兵庫県）
・耐震診断の実施時に受診（検討中）

診断の流れ（診断ソフト含む）において、民間サー
ビスへつなげやすい対策の追加
・住宅リフォーム関連メニューの追加
・節水に関する対策の追加 など

うちエコ
診断

連携

うちエコ
診断

連携

うちエコ
診断 ＋

住宅専門診断ツール
を使った専門診断
※既存ツール等

連携

＋

専門分野を持つ診断
員による情報提供

各種申請の手続き＋

４‐②‐２．実施主体の拡大・診断員の多様化（案）
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４‐③‐１．専門性の多様化とフォローアップ

受診世帯のニーズ 環境コンシェルジュ制度（仮）

・暮らし方の紹介
・省エネ技術の紹介

・うちエコ診断の実施
（住まい、暮らし方の診断）

・ライフスタイルの変更
・買換え／創エネ導入
の提案

（専門分野に限って）
・見積もりの提示
・商品の紹介・説明

受診世帯から相談
を受ける

受診世帯を診断する

専門分野において
対策実施の具体的
支援を実施する

先ずは、一般
的にどんな対
策があるのか
知りたい。

診断までは今
は必要ないか
な。

我が家の状
況が知りたい。

他の家と比
較してどんな
感じか知りた
い。

対策を提案し
て欲しい。

診断の結果
に応じて、住
宅リフォーム
など、具体
的な対策ま
で取りたい。

早急に見積
もりまで欲し
い。

○ これまでのうちエコ診断の満足度調査等から得られた結果として、受診世帯の様々なニーズに応じた診断スキルが
必要となると考えられる。

〇情報提供などを主眼に置いた相談員レベル、診断を実施して各家庭に応じた対策を提案する診断員のレベル、さら
には、家庭エコ診断を前提として具体的な対策実施の支援（商品の紹介や見積もり等）までを行う専門家レベルが必
要になると考えられる。

診断レベルに応じ
たスキル及びその
資格の明確化とス
キルを担保するた
めのフォローアップ
又は連携が必要と
考えられる。
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４‐③‐１ ．診断員・相談員の認定方式（案）

家庭向けの診断家庭向けの相談 対策支援

（専門分野別（主に住まい））
・複数の見積もり
・複数の商品紹介

・家庭向けエコ診断の実施
（住まい、暮らし方についての診断）

・暮らし方の紹介
・省エネ技術の紹介

環境コンシェルジュ制度（仮）

購入・施工

級（専門分野） 活動範囲 資格イメージ

１級
（診断員）

スペシャリスト

（家電分野）
（自動車分野）
（住宅分野）

等

・中立的な家庭エコ診断に
加えて、必要に応じて、専
門分野の商品紹介や見
積もり取得を行い、受診
者に提示する

・１級を取得した後、相当
の診断件数を実施後、対
策支援に資すると認定さ
れた資格を保有する者が
申請により、１級（スペ
シャリスト）となる

－

・中立的な家庭エコ診断を
実施し、ライフスタイルの
変更や買換え、創エネ技
術等の提案を行う

・筆記試験と実技試験に合
格した後、実施事務局の
面接等の後、登録された
者

２級
（相談員）

・低炭素化に向けた様々な
省エネ技術や暮らし方の
相談を実施する

・筆記試験に合格した者

１級（スペシャリスト）
１級
２級

住
宅
分
野

１級

２級

○ 環境コンシェルジュ制度(仮）の級により、診断・対策支援サービスの提供範囲を限定し、受診者の要望に
応じたレベルの診断員を派遣する。



４‐③‐２ ．診断員・相談員の養成制度（案）
○平成２５年度までは、新規養成研修・新規試行試験の合格者に対し診断員の認定を行い、フォローアップ研修により事業の継
続性を担保する。また、場合によっては、地域における地域講習も検討する。

○平成２６年度からは、新規検定試験の合格者を診断員として認定し、診断実施事務局に登録後、診断を行う。
○ただし、初年度の実行性を担保するため、平成２６年度については平成２５年度の診断員を対象に更新研修（講義+確認テス
ト）も併せて行う。

事業 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

家庭エコ
診断推進
基盤整備
事業

うち
エコ
診断
員

家庭エコ
診断制度
（仮）

１級
（スペシャ
リスト）

１級

２級

新規養
成研修

ﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ

新規試
行試験

ﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟ

更新
研修

更新
研修

更新
研修

診断 診断 診断

診断（２年間有効）※２

診断（２年間有効）

新規認定 新規認定

（１級と同様に、２年毎に更新。
１級と同様のフォローアップ研修を受ける）

※１級、２級すべて２年毎に更新とする ※２：平成２６年度以降の実施事務局への登録は省略した ※３：平成２６年度以降の試験、研修、認定は有料となる

※３

※３

※３

※３

新規養
成研修

新規養
成研修

新規試
行試験

検定
試験

検定
試験

検定
試験

検定
試験

検定
試験

検定
試験
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※１ ※１

※１ ※１

地域講習

地域講習



４‐④‐１．認知度の向上（案）
○それぞれの消費者層に応じて、異なったアプローチによる普及を進める。
〇様々な普及手法を用いて受診を促進し、 2020年断面では、以下のような受診者層を想定する。

5000万
世帯
（2020年
イメージ）

専門分野別
診断を受診

診断を受診

相談

エコに興味がある世帯

営業

団体方式で受診
自治体職員への診断

企業従業員への診断

地域の
環境イベント

うちエコ診断のメ
リットの紹介、

ウェブサイト上の
キャンペーン

口コミ

診断・相談に興味のある世帯

制度との連携

無関心層

実施主体
の拡大

受診へ誘導

低炭素まちづくり法、地球温暖化対策推進法、
リフォーム等との連携

各企業の環境

イベント等と
の連携

対策支援に資する資格等との連携

Ｗｅｂやケーブルテレビ等
による動画による紹介24
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４‐⑤‐２．診断プロセスの簡易版の検討（案）
診断のプロセスの合理化

運用のプロセスの合理化・多様化

（１）本年度の検証においては、通常版と簡易版との実施率・受診者満足度では、差異は見られないものの、診断
員の診断方法として、受診者の要望をつかむという点での課題が残った。
→検証に活用した診断数が少なかったことから、次年度改めて地位を増やして実施を行うことを想定。

（１）実施主体の受診者募集の負荷の軽減
→ Webでの排出現状の見える化による意識向上 → 相談・診断への誘導を図る

（２）対策支援サービスのリスクの低減 → エコ商材等のデータベースの公表

(1) Webによる見える化
（平均値との比較、排出分野ごとの排出量）

事前アンケート 手続きうちエコ診断（対面） 対策支援申し込み募集現状の運用プロセス

(2) Webによ商品等紹介
（見積もり以降はｻｰﾋﾞｽ対象外）

＜メリット＞
①受診者及び診断員の負荷の軽減
②企業診断の障壁を下げる

＜課題＞
①診断方法の整理
②診断員への再教育
③簡易版の実施の判断基準の明確化
④簡易版実施時のデータの扱い

診断ケースにより３種類を使い分ける

実施事務局の判断により決定



申込データ Ecoファイル 提案対策別
集計ファイル

受診世帯別
集計ファイル

・ID
・氏名
・住所（訪問先）
・電話番号（連絡先）
・ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ（連絡先）
等

・ID
・住所（市町村まで）
・事前調査データ
・診断結果
・事後調査データ
等

・ID
・世帯排出量
・世帯削減量
・対策提案数
等

・ID
・対策ID
・対策別削減量
・対策有無（事後）

受診世帯 診断員 診断実施機関 総合事務局診断

②事後調査票印刷機能（新規） ③集計＆DOWNﾛｰﾄﾞ（新規）①結果グラフ作成・参照（新規）

Webを
使える
受診者

Webサーバー

個人情報を
ecoファイル
から分離し、

診断員に保
持させない

４‐⑤‐２．課題解決のためのシステム改善（案）

WebサーバーにUPさ
れたecoファイルから
診断結果を再表示
（グラフ等）する

Webサーバーに
UPされたecoファイ
ルから事後調査
票を印刷する

WebサーバーにUPされ
たecoファイルを集計し、
各集計ファイルを作成
しDLする

＜システム整理の目的＞
・実施事務局からの運用を通して出された課題を解決するために、以下の再整理を行った。
○ 個人情報をecoファイルから分離し、個人情報流出のリスクを低減する。
○ 診断実施事務局及び診断員の負荷を軽減するために、診断結果のＷｅｂ表示（①）及び事後調査票のweb印刷（②）を新規構築する。
○ 現在の運用形態（Web運用、代行運用、オフライン運用）を整備し、各主体が実施すべき作業をＷｅｂ中心の作業に移行し、Ｗｅｂに
ローカルで個々に行っていた作業を一括処理（③）する機能を新規構築し（実際は移植）、運用効率を高める。

オンライン運用

オフライン+代行運用

Webを
使わない
受診者

・申込
・事前調査票送付
・事後調査票送付

・申込
・事前調査票入力
・事後調査票入力
・診断結果の参照

・ecoファイルの
ダウンロード＆
アップロード

・
診
断
管
理

・代
行
入
出
力

・診断結果送付

・
成
果
の
公
表

・
運
用
管
理

うちエコ
診断ソフト

ecoファイル

26



・ うちエコ診断ソフトロジック検証WGの議論を受けて、現行のうちエコ診断ソフトに対して、①ロジック検証WGからの改
善、②診断結果のレイアウト整理、③他の制度や民間企業等のソフトとの連携を予定。
・ 民間企業が独自でソフトを持っている場合は、本年度の検証結果を受けて、どのように要件を整理し連携していくか
引き続き検討を行う。

４‐⑤‐２ ．うちエコ診断ソフトの改良および独自ソフトとの連携方針（案）

（現行）
うちエコ診断
ソフト

④他の制度や民間企業等のソフトとの連携

• エネルギー使用量等に関する値（原単位、データ表示方針の統一、表記
方法の違いの明示）、対策提案効果に関する値（負荷計算、対策効果計
算ロジックの検証）の整理を行い、独自ソフトとの連携要件を検討する。

うちエコ診断ソフトの改良案

27

• 節水に関する対策の追加
• 簡易アンケート画面の追加
• 一次エネルギー評価の追加
• 受診者に見せるＣＯ2排出係数を固定化する

他の制度等
の専門分野
診断ソフト

Ecoファイル

事前調査結果
診断結果
事後調査結果

③診断結果（ecoファイル）のレイアウト整理

• WEBサイトや他の制度等の専門分野の診断ソフトとの連携に向けたレイ
アウトの再整理

①ロジック検証WGからの改善

• 事務局集計等で使用する従来からのＣＯ2排出係数

②従来からの検討事項



４‐２．環境コンシェルジュ制度（仮）における運用体制（案）

事務局

制度運営
・支部事務局を運営
・消費者問題の対策
・診断員の検定
・診断ソフト管理

診断実施機関

診断に用いるソフト

認定された
対策支援ツール

公的な診断実施機関

診断実施民間企業
（既存診断員の利用）
（独自診断方法利用）

診断員検定試験
診断員
希望者

う
ち
エ
コ
診
断
ソ
フ
ト

対策支援ツールの利用
を希望する民間企業等

検定試験受験

検定試験合格（資格取得）

一般

従業員

診断員 市民

登録申請

登録申請

貸与 貸与

申請・審査・登録

申請・審査・認定

受診申込

診断

環境省 自治体
（都道府県）（市区町村）

認定申請

認定
診断指示

診断指示

うちエコ診断ソフト

商品・技術を登録した
い民間企業等

うちエコ診断ソフト

・公平性
を重視
した診
断を希
望

受診申込

診断

・民間企
業の顧
客

・具体策を
重視し
た診断
を希望

○家庭エコ診断制度（仮）の運用にあたって、以下のような体制が必要になる。

（対策技術登録制度）

（対策提案支援ソフト認定制度）

（診断員検定制度）

（実施機関認定制度）

（診断員登録制度）

認定

連携

連携

28
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４‐２．事業リスクに対する対応方針（案）
○ 事前対応策としては、体制整備（窓口の明確化、規程・運用フロー等）と手続きを研修等にて周知する必要があるの
ではないか。

○ 発生時の対応として、第３者機関の活用と事例周知による再発の防止。

事業リスク 想定される事態
対応策（案）

事前対応策 発生時の対応

苦情対応

・制度全般への苦情・意見
・制度の見直し
・連絡体制の構築（窓口の明確化） （4.3））

・連絡体制に沿った早急な報告と対応
・事例集の作成

・倫理規定違反
・倫理規定の構築
・更新研修における倫理規程の周知
・連絡体制の構築（窓口の明確化）

・連絡体制に沿った早急な報告と対応
・事例集の作成
・認定の取り消し検討

・消費者
問題

・押売り
・特商法違反

・対策支援サービス実施者＆機関の定義の明確化
・対策支援サービス手続きの構築（事前・移行）
・実施者＆機関に対する更新研修での手続きの徹底
・更新研修における消費者問題研修・事例紹介
・連絡体制の構築（窓口の明確化、連携先の強化）

・連絡体制に沿った早急な報告と対応
・第３者機関等との連携
○地域の弁護士会との連携
○国民生活センターとの連携
○消費生活センターとの連携
○ＡＤＲ認定機関※１との連携
・認定取り消しの検討

・対策支援サー
ビス時 のトラ
ブル

・更新研修における手続きの周知
・更新研修における消費者問題研修・事例紹介
・違反に対する取り消し規程の明確化
・連絡体制の構築（窓口の明確化、連携先の強化）

個人情報保護

・個人情報の漏えい
・個人情報保護ガイドライン（※）に準拠した規程・運用
フローの作成
・実施者＆機関に対する更新研修での手続きの徹底
・管理システム（Web）のセキュリティの確保
※環境省所管事業分野における個人情報保護に関するガイドライン
（H21.12.10告示）

・連絡体制に沿った早急な報告と対応
・事例集の作成
・認定取り消しの検討

・個人情報の毀損

試験問題の作成 ・問題の事前漏洩
・試験作成者へのお願い（作成者名は秘匿）
・作成された問題の管理（印刷先への周知）
・試験監督官への周知（手順書の作成）

・検討中

※１：ADR（Alternative* Dispute Resolution ：「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律」に基づき「裁判外紛争解決手続」を実施すること
を法務大臣により認証された機関。例として、国民生活センターや日本消費生活アドバイザーコンサルタント協会等がある。



４‐３．環境コンシェルジュ制度（仮）の実施スキーム

30

○地域に根ざしたスキームと民間によるスキームに大別し、それぞれ３つの枠組みに集約する

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

診断
区分

家庭エコ診断推進基盤整備事業 家庭エコ診断制度（仮称）
の自立化

診断の検証と民間試行 実施スキームの検証 基盤整備

地域
に
根ざ
した
診断

民間
企業
によ
る
診断

①効果検証のため
の診断実施
（うちエコ診断の
気候別検証と
実施率の評価）

②効果検証のため
の診断実施

③地域の協議会に
よる試行事業

①自治体主導に
よる試行事業

④民間企業による
エコ診断のｻｰﾋﾞｽ化

⑤民間企業による既
存顧客への試行実施

③民間企業による
実施

②民間企業による
エコ診断の試行

③民間企業による
ﾌｨｰｼﾞﾋﾞﾘﾃｨｽﾀﾃﾞｨ

①自治体主導に
よる実施

①自治体主導に
よる実施

②地域協議会等との
連携による実施

⑥民間企業による
独自診断との連携

③民間企業による
実施

②地域協議会等との
連携による実施


